
【表紙】  

【提出書類】 有価証券届出書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2025年８月８日

【会社名】 ラサ商事株式会社

【英訳名】 Rasa Corporation

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長   青 井 邦 夫

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号 RASA日本橋ビルディング

【電話番号】 03－3668－8231(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　桜　木　和　陽

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号 RASA日本橋ビルディング

【電話番号】 03－3668－8231(代表)

【事務連絡者氏名】 常務取締役管理本部長　桜　木　和　陽

【届出の対象とした募集有価証券の種類】株式

【届出の対象とした募集金額】 その他の者に対する割当 169,863,600円
 

【安定操作に関する事項】 該当事項はありません。

【縦覧に供する場所】 株式会社 東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

ラサ商事株式会社 大阪支店

　(大阪府大阪市北区中之島二丁目２番２号　大阪中之島ビル)

ラサ商事株式会社 名古屋支店

 (愛知県名古屋市中区錦一丁目11番20号 平和不動産名古屋伏見ビル)

 
 
 
 
 

 

 

EDINET提出書類

ラサ商事株式会社(E02547)

有価証券届出書（組込方式）

 1/19



第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 105,900株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式であります。なお、単元株
式数は100株であります。

 

(注) １　2025年８月８日の取締役会決議によります。

２　振替機関の名称及び住所は次のとおりであります。

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号

３　本有価証券届出書の対象とした募集は、当社が当社の取締役(監査等委員である取締役及び社外取締役を除

きます。)を対象とした業績連動型株式報酬制度(２［株式募集の方法及び条件］(2)［募集の条件］(a)～

(c)　ご参照。以下「本制度」といい、本制度運用のために設定された信託を「本信託」といいます。)を引

き続き運用することに伴い、上記の対象者(具体的には、２［株式募集の方法及び条件］(1)［募集の方法］

に記載する対象者)に対して、本信託を介して当社の株式を取得することの勧誘(金融商品取引法第二条に規

定する定義に関する内閣府令第９条第１号に定める売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘)を行うもの

です。

即ち、当社は本信託の受託者に対して会社法(平成17年法律第86号)第199条第１項の規定に基づく当社普通

株式の自己株式処分(以下、「本自己株式処分」という。)を行い、上記の対象者は、本信託の受益者とし

て、本自己株式処分により本信託の受託者の取得した当社普通株式の交付を受けることになります。

 
２ 【株式募集の方法及び条件】

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 105,900株 169,863,600 ―

一般募集 ― ― ―

計(総発行株式) 105,900株 169,863,600 ―
 

(注) １　第三者割当の方法によります。

２　発行価額の総額は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額の総額であります。なお、本有価証券届出書

の対象とした募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３　取得勧誘の相手方の人数及びその内訳は下記の通りです。

相手方の内訳 人数

当社の取締役 ７名

計 ７名
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(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円) 資本組入額(円) 申込株数単位 申込期間 申込証拠金(円) 払込期日

169,863,600 ― 100株 2025年８月26日 ― 2025年８月26日
 

(注) １　本自己株式処分に関し一般募集は行いません。

２　発行価格は、本自己株式処分に係る会社法上の払込金額であります。なお、本有価証券届出書の対象とした

募集は、自己株式処分により行われるものであるため、払込金額は資本組入れされません。

３　本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に割当予定先である本信託の受託者との間で当該株式の「株式

総数引受契約」を締結しない場合は、当該株式に係る割当ては行われないこととなります。

４　申込み及び払込みの方法は、本有価証券届出書の効力発生後、申込期間内に当該株式の「株式総数引受契

約」を締結し、払込期日までに後記(4)払込取扱場所へ発行価額の総額を払い込む方法とします。

 
(a) 本制度の概要

当社は、2016年５月20日付取締役会において、当社取締役(社外取締役を除きます。)が株主の皆様と株価上昇

によるメリット及び株価下落リスクを共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識

を高めることを目的として、本制度の導入を決議し、2016年６月28日開催の第114期定時株主総会において承認決

議されました。その後、当社は、「監査等委員会設置会社への移行」に伴う措置として、2017年５月19日付取締

役会において、本制度の対象者を当社取締役(監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。以下、「取締

役」といいます。)に一部変更する決議を行い、2017年６月27日開催の第115期定時株主総会において承認可決さ

れております。また、当社は、2025年６月20日付取締役会において当社取締役に対する本制度の継続を決議して

おり、現在に至るまで本制度を継続しております。

本制度は、本信託が当社株式を取得し、当社が各取締役に付与するポイントの数に相当する数の当社株式が本

信託を通じて各取締役に対して交付される、という株式報酬制度です。

なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取締役の退任時です。

 
(b) 役員向け株式交付信託の仕組みの概要
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①　当社は取締役を対象とする株式交付規程を制定します(今回は、本信託設定時に制定済みのものを引き続き使用い

たします。)。

②　当社は、2016年８月３日に設定済みである本信託につき、株式報酬制度に基づき取締役に交付するために必要な

当社株式の取得資金を、対象期間中に在任する取締役に対する報酬として追加拠出(追加信託)します。

③　受託者は本信託内の金銭(前記②により当社が追加信託する金銭のほか、追加信託前から本信託に残存している金

銭を含みます。)で、今後交付が見込まれる相当数の当社株式を一括して取得します(自己株式の処分による方法

によります。)。

④　信託期間を通じて株式交付規程の対象となる受益者の利益を保護し、受託者の監督をする信託管理人(当社及び当

社役員から独立している者とします。)を定めます。なお、本信託内の当社株式については、信託管理人は受託者

に対して議決権不行使の指図を行い、受託者は、当該指図に基づき、信託期間を通じ議決権を行使しないことと

します。

⑤　株式交付規程に基づき、当社は取締役に対しポイントを付与していきます。

⑥　株式交付規程及び本信託に係る信託契約に定める要件を満たした取締役は、本信託の受益者として、付与された

ポイントに応じた当社株式の交付を受託者から受けます。なお、あらかじめ株式交付規程・信託契約に定めた一

定の事由に該当する場合には、交付すべき当社株式の一部を取引所市場にて売却し、金銭を交付します。

 
本信託終了時における本信託の残余財産のうち、当社株式については、全て当社が無償で取得したうえで、取締

役会決議により消却することを予定しております。

また、本信託終了時における本信託の残余財産のうち、一定の金銭については、あらかじめ株式交付規程及び信

託契約に定めることにより、当社及び取締役と利害関係のない特定公益増進法人に寄付することを予定しており

ます。

なお、本制度において受託者となる三井住友信託銀行株式会社は、株式会社日本カストディ銀行に信託財産を管

理委託(再信託)します。
 

 
(c) 役員向け株式交付信託の概要

当社にて導入済みの「役員向け株式報酬制度」に係る信託

 

(1) 名称 役員向け株式交付信託

(2) 委託者 当社

(3) 受託者
三井住友信託銀行株式会社
(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行)

(4) 受益者 当社取締役のうち受益者要件を満たす者

(5) 信託管理人 当社及び当社役員から独立した第三者

(6) 議決権行使 本信託内の株式については、議決権を行使いたしません

(7) 信託の種類 金銭信託以外の金銭の信託(他益信託)

(8) 信託契約日 2016年８月３日

(9) 金銭を追加信託する日 2025年８月26日

(10)信託の期間(継続後) 2016年８月３日～2028年７月末日

(11)信託の目的 株式交付規程に基づき当社株式を受益者へ交付すること
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(3) 【申込取扱場所】

 

店名 所在地

ラサ商事株式会社　本社
東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号
RASA日本橋ビルディング

 

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社三井住友銀行日本橋東支店 東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号
 

 

３ 【株式の引受け】

該当事項はありません。

 

４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

169,863,600 ― 169,863,600
 

(注) １　発行諸費用は発生いたしません。

２　新規発行による手取金の使途とは本自己株式処分による手取金の使途であります。

 
(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額169,863,600円につきましては、2025年８月26日以降、諸費用の支払等の運転資金に充当する

予定であります。なお、実際の支出までは、当社預金口座にて適切に管理を行う予定であります。

 

第２ 【売出要項】

 

該当事項はありません。

 
第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

該当事項はありません。

 
第４ 【その他の記載事項】

 

該当事項はありません。
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第二部 【公開買付け又は株式交付に関する情報】

 

第１ 【公開買付け又は株式交付の概要】

 

該当事項はありません。

 

第２ 【統合財務情報】

 

該当事項はありません。

 

第３ 【発行者(その関連者)と対象者との重要な契約(発行者(その関連者)と株式交付子会

社との重要な契約)】

 

該当事項はありません。
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第三部 【追完情報】

 

第１　事業等のリスク

「第四部　組込情報」に掲げた第123期有価証券報告書(以下「有価証券報告書」といいます。)に記載された「事業

等のリスク」について、当該有価証券報告書の提出日以降、本有価証券届出書提出日現在までの間において生じた変

更、その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日現在においても変更の

必要はないと判断しております。

 
第２　臨時報告書の提出

「第四部　組込情報」に掲げた第123期有価証券報告書の提出日以後、本有価証券届出書提出日現在までに、以下の

とおり臨時報告書を2025年６月26日に関東財務局長に提出しております。

 
(2025年６月26日提出臨時報告書)

１ ［提出理由］

2025年６月25日開催の当社第123期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24

条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書を提

出するものであります。

 

２ ［報告内容］

(1) 株主総会が開催された年月日

2025年６月25日

 
(2) 決議事項の内容

第１号議案 剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

ア 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金38円   総額 421,801,292円

イ 剰余金の配当が効力を生じる日

2025年６月26日

 
第２号議案　取締役(監査等委員である取締役を除く。)９名選任の件

取締役(監査等委員である取締役を除く。)として、井村周一、青井邦夫、桜木和陽、倉持正見、大内陽子、

川内裕之、早川一郎、山口　浩、川尻恵理子を選任する。

 
第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

監査等委員である取締役として、朝倉　正、永戸正規、龍田俊之を選任する。

 
第４号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

補欠の監査等委員である取締役として、安村和洋を選任する。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

並びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)
(注)３

可決要件
決議の結果及び
賛成割合
(％)

第１号議案
剰余金の処分の件

77,031 322 2,751 (注)１ 可決 99.36

第２号議案
取締役(監査等委員である
取締役を除く。)９名選任
の件

   

(注)２

  

井村　周一 74,189 3,165 2,750 可決 95.70

青井　邦夫 74,625 2,729 2,750 可決 96.26

桜木　和陽 76,201 1,153 2,750 可決 98.29

倉持　正見 76,211 1,143 2,750 可決 98.30

大内　陽子 76,229 1,125 2,750 可決 98.33

川内　裕之 76,211 1,143 2,750 可決 98.30

早川　一郎 76,136 1,218 2,750 可決 98.21

山口　浩 76,145 1,209 2,750 可決 98.22

川尻　恵理子 76,026 1,328 2,750 可決 98.07

第３号議案
監査等委員である取締役３
名選任の件

   

(注)２

  

朝倉　正 76,246 1,108 2,750 可決 98.35

永戸　正規 64,843 12,511 2,750 可決 83.64

龍田　俊之 66,583 10,771 2,750 可決 85.88

第４号議案
補欠の監査等委員である取
締役１名選任の件

67,141 10,213 2,750 (注)２ 可決 86.60

 

(注) １．出席した株主の議決権の過半数の賛成による。

２．議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議

決権の過半数の賛成による。

３．棄権の議決権数には、無効の議決権数を含める。

 

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことに

より、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確

認ができていない議決権数は加算しておりません。

 

EDINET提出書類

ラサ商事株式会社(E02547)

有価証券届出書（組込方式）

 8/19



 

第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第123期)

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

2025年６月24日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(ＥＤＩＮＥＴ)を使用して

提出したデータを、開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドラ

イン)Ａ４―１に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

第六部 【特別情報】

 
第１ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

2025年６月24日

ラサ商事株式会社

取締役会  御中

保森監査法人
 

　 東京都千代田区
 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 町　　井         徹  

 

 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 広　　部　　岳　　彦  

 

 

 
＜連結財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるラサ商事株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラ

サ商事株式会社及び連結子会社の2025年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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売上高の期間帰属の適切性

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

　当連結会計年度における売上高は26,568百万円である
が、このうち23,924百万円がラサ商事株式会社の売上高
であり、連結売上高の約９割を占めている。ラサ商事株
式会社は、資源・金属素材関連事業、産機・建機関連事
業、環境設備関連事業、化成品関連事業の各セグメント
で事業を展開しているが、これらの事業では、取引種
別、金額規模等に応じて、出荷時点、検収時点、契約上
の受渡条件充足時点において収益を認識している。ラサ
商事株式会社においては、得意先の設備投資需要が期末
付近に高まる影響から、売上高の計上が期末日付近に集
中する傾向がある。また、売上高全体の金額に対して、
個々の取引金額は極めて少額であることから、期末日付
近に処理される売上取引の件数は膨大なものとなる。そ
のため、期末日付近に発生した膨大な売上取引に対し
て、適用すべき収益認識時点を判断する必要があるか
ら、その処理は極めて煩雑となり、適切な期間に計上さ
れないリスクは高い。
　以上から、当監査法人は、ラサ商事株式会社の売上高
の期間帰属の適切性の検討が、当連結会計年度の連結財
務諸表監査において特に重要であり、監査上の主要な検
討事項に該当すると判断した。
 

当監査法人は、ラサ商事株式会社の売上高の期間帰属
の適切性を検討するため、主に以下の監査手続を実施し
た。
(１) 内部統制の評価
売上高の認識プロセスに関連する内部統制の整備及び
運用状況の有効性を評価した。評価に当たっては、特に
売上高の計上日付が、販売の事実を示す根拠資料に基づ
いて計上されていることを照合する統制に焦点を当て
た。
(２) 売上高の期間帰属の適切性の検討
売上高が適切な会計期間に計上されているか否かを検
討するため、販売取引について以下を含む手続を実施し
た。
・サンプリングにより抽出した売上高について関連証憑
と照合し、期間帰属の適切性を確認した。
・決算月の売上取引から、特定のシナリオに基づき抽出
された取引について、注文書、出荷証憑、検収書等を
含む取引関連資料との照合を実施し、期間帰属の適切
性を確認した。
・期末日翌月の売上記録を入手し、マイナス計上されて
いる売上について、期末日以前の取引に関する売上の
戻入れで処理ではないことを確認した。
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工事請負契約における工事収益総額及び工事原価総額の見積り

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

当連結会計年度における売上高は26,568百万円である
が、このうち履行義務を充足するにつれて、一定の期間
にわたり認識された売上高は1,609百万円であり、その
全額が連結子会社である旭テック株式会社（以下、「旭
テック」という）において認識されている。また、当連
結会計年度末の工事損失引当金の残高は27百万円であ
り、これについても全額が旭テックで計上されている。
連結財務諸表注記「（連結財務諸表作成のための基本と
なる重要な事項）４．会計方針に関する事項（５）重要
な収益及び費用の計上基準」に記載されている通り、旭
テックのプラント・設備工事等の契約については、履行
義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認
識する方法を適用している。一定の期間にわたり収益を
認識する方法による売上高は、工事収益総額と履行義務
の充足に係る進捗度に基づき測定され、履行義務の充足
に係る進捗度の見積りの方法は、合理的な見積りが出来
る工事については、見積工事原価総額に対する実際原価
の割合（インプット法）を採用している。ただし、履行
義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが出来ない工
事については、原価回収基準を適用している。
また、連結財務諸表注記（重要な会計上の見積り）に
記載のとおり、プラント・設備工事関連事業における当
連結会計年度末の手持工事のうち、工事原価総額等が工
事収益総額を超過する可能性が高く、かつ、その金額を
合理的に見積ることができる場合には、将来の損失に備
えるため、その損失見込額を工事損失引当金として計上
している。
プラント・設備工事等の契約における、履行義務の充
足に係る進捗率の測定は、見積工事原価総額に対する実
際原価の割合を基礎としており、また、工事損失引当金
は、見積工事原価総額が工事収益総額を超過する場合に
計上される。そのため、工事請負契約の収益認識及び工
事損失引当金の計上は、工事収益総額及び見積工事収益
の影響を大きく受けるが、工事請負契約は、案件毎に業
務内容や仕様が異なり、その工事収益総額及び工事原価
総額の見積りは経営者の判断に大きく依存する。特に、
工期中に当初の契約から業務の契約内容が変更される場
合や、着工後に判明する事実により、見積り工数の変更
及び外注費等の変動が生じる場合があり、工事収益総額
及び工事原価総額の適時・適切な見直しには複雑性が伴
う。こういった点から、工事収益総額及び工事原価総額
の見積りは不確実性が高く、経営者による判断が重要な
影響を及ぼす。
以上から、当監査法人は、工事請負契約における工事
収益総額及び工事原価総額の見積りの検討が、当連結会
計年度の連結財務諸表監査において特に重要であり監査
上の主要な検討事項に該当すると判断した。

当監査法人は、工事請負契約における収益認識及び工
事損失引当金の妥当性を検討するにあたり、主として以
下の監査手続を実施した。
 
(１) 内部統制の評価
工事請負契約の工事収益総額及び工事原価総額の見積
りに関する旭テックの以下の内部統制の整備及び運用状
況の有効性を評価した。
・工事収益総額の見積り部分について、工事指示書や見
積書等により積上げて計算され、必要な承認により信
頼性を確保するための統制
・工事の施工状況や顧客との協議状況等に応じて、適時
に工事収益総額の見積りの改訂を行う体制及び適時適
切に改訂が行われていることを確認するための統制
・工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算書（案件
毎の利益管理のために承認された予算書）が専門知識
を有する担当者により作成され、必要な承認により信
頼性を確保するための統制
・案件の施工状況や実際の原価の発生額、あるいは顧客
からの仕様変更指示に応じて、適時に工事原価総額の
見積りの改訂が行われる体制
・案件毎の損益管理、進捗度について、原価の信頼性に
責任を持つ管理責任者が適時・適切にモニタリングを
行う体制
 
(２) 工事収益総額及び工事原価総額の見積りの合理性
の検討
・工事収益総額のうち契約には至っていない見積り部分
について、その内容及び金額根拠について、管理責任
者等へのヒアリング及び顧客との協議記録等の閲覧を
実施したうえ、工事指示書や顧客に提出した見積書等
その根拠となる資料との照合を実施した。
・工事原価総額の見積りについて、契約書や実行予算
書、工程管理資料と照合し、工事原価総額が契約内容
に照らして整合しているか、原価要素ごとに積上げに
より計算されているか、また、実行予算書の中に異常
な調整項目が入っていないかを検討した。
・工事原価総額の変動が一定の基準以上のものについて
は、管理責任者への質問により、その変動内容が案件
の実態を反映したものであるかを検討した。
・工事現場や進行案件の現物の視察を行い、案件の進捗
状況が工事原価総額の見積り及び進捗度と整合してい
るかを検討した。
・工事原価総額の事前の見積額とその確定額又は再見積
額を比較することによって、工事原価総額の見積りプ
ロセスを評価した。
・決算日における受注案件ごとの工事損益が記録された
資料を閲覧し、工事損失引当金の計上対象の網羅性を
確かめた。

 

 
 
その他の事項

　会社の2024年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査が実施されてい

る。前任監査人は、当該連結財務諸表に対して2024年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、

その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。
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連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。

・ 連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう

か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手し

た監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要

な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判断した

事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上

回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、ラサ商事株式会社の2025年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、ラサ商事株式会社が2025年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査等委員会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及

び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して

責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、識別し

た内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項につい

て報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
＜報酬関連情報＞

当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の監査証明業務に基づく報酬

及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含まれるコーポレート・ガバナンスの状況等(3)【監査の状

況】に記載されている。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以 上

 

(注) １　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 
2025年６月24日

ラサ商事株式会社

取締役会  御中

保森監査法人
 

  東京都千代田区
 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 町　　井         徹  

 

 

代 表 社 員

業務執行社員
 公認会計士 広　　部　　岳　　彦  

 

 

 
＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られているラサ商事株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの第123期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ラ

サ商事株式会社の2025年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に

おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果

たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要で

あると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形

成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 

売上高の期間帰属の適切性

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（売上高の期間帰属の適切性）と同一内容

であるため、記載を省略している。

 
その他の事項

　会社の2024年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して2024年６月25日付けで無限定適正意見を表明している。

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報

告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の

責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。
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財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 
財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどう

かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか

どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸

表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性

がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる

取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の

重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じてい

る場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について

報告を行う。

監査人は、監査等委員会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事項

を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止

されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益

を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜報酬関連情報＞

報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以 上

 

(注) １　上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれておりません。
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